
昨
年
11
月
に
、肥
後
銀
行
と
鹿
児
島
銀
行
、そ

し
て
、
横
浜
銀
行
と
東
日
本
銀
行
の
二
組

が
、
さ
ら
に
本
年
4
月
に
は
ト
モ
ニ
ホ
ー
ル
デ
ィ

ン
グ
ス
と
大
正
銀
行
が
、
経
営
統
合
に
向
け
た
基

本
合
意
を
相
次
い
で
発
表
し
、
地
銀
※
１

の
再
編
機

運
が
高
ま
っ
て
い
る
。

　
本
稿
は
、
金
融
法
お
よ
び
組
織
再
編
を
専
門
と

す
る
弁
護
士
で
あ
る
筆
者
ら
が
、
地
銀
の
再
編
に

関
連
す
る
法
的
留
意
点
を
、
実
務
の
参
考
と
し
て

整
理
し
た
も
の
で
あ
る
。

一
　
再
編
の
背
景

１
．
公
表
資
料
に
み
る
再
編
の
目
的

　
筆
者
ら
が
、
過
去
10
年
間
の
地
銀
の
再
編
事
例

に
関
す
る
各
行
の
公
表
資
料
を
調
査
し
た
結
果
に

よ
る
と
、
過
半
数
の
事
例
で
再
編
の
目
的
と
し
て

掲
げ
ら
れ
て
い
る
の
は
、
営
業
部
門
に
お
け
る
業

務
提
携
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有
、
顧
客
基
盤
の
融
合
・

拡
大
、
経
営
基
盤
・
ブ
ラ
ン
ド
力
の
強
化
、
地
域

経
済
へ
の
さ
ら
な
る
貢
献
と
い
っ
た
事
項
で
あ
っ

た
。
こ
の
ほ
か
、
多
く
の
事
例
で
、
店
舗
配
置
の

効
率
化
、
内
部
管
理
部
門
一
元
化
や
シ
ス
テ
ム
統

合
に
よ
る
コ
ス
ト
削
減
、
大
型
案
件
等
の
新
規
業

務
へ
の
取
組
み
と
い
っ
た
目
的
が
掲
げ
ら
れ
て
い

る
。

　
以
上
の
ほ
か
、
近
時
の
地
銀
の
経
営
統
合
に
つ

い
て
の
プ
レ
ス
リ
リ
ー
ス
で
は
、
再
編
の
経
緯
と

し
て
、
人
口
減
少
や
こ
れ
に
よ
る
地
域
経
済
の
市

場
規
模
縮
小
に
言
及
す
る
も
の
も
見
ら
れ
た
。※
２

２
．
最
近
の
規
制
環
境
の
変
化

　
地
銀
の
再
編
機
運
の
高
ま
り
の
背
景
に
は
、
地

銀
を
め
ぐ
る
規
制
環
境
の
変
化
も
あ
る
。
例
え
ば
、

昨
年
３
月
か
ら
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
が
国
内
基
準
行
に
適

上
、
発
行
者
等
に
関
す
る
非
公
開
情
報
を
、
当
該

地
銀
の
親
法
人
等
ま
た
は
子
法
人
等
と
授
受
す
る

こ
と
に
つ
い
て
、
金
融
商
品
取
引
法
上
の
制
限
を

受
け
る
。

　
こ
れ
に
加
え
、
各
銀
行
が
顧
客
等
に
対
し
て
負

っ
て
い
る
守
秘
義
務
や
忠
実
義
務
の
観
点
か
ら
、

経
営
統
合
に
伴
い
共
有
可
能
と
な
る
顧
客
情
報
の

範
囲
や
、
そ
の
管
理
方
法
を
具
体
的
に
検
討
す
る

必
要
が
あ
る
。※
４

　

　
こ
の
点
、
内
部
管
理
目
的
に
よ
る
情
報
共
有
の

場
合
、
情
報
共
有
に
つ
い
て
事
前
に
顧
客
等
の
承

諾
を
取
得
し
て
い
る
場
合
、
ま
た
は
オ
プ
ト
・
ア

ウ
ト
の
機
会
を
提
供
し
て
い
る
場
合
等
に
は
、
よ

り
広
範
な
情
報
共
有
が
可
能
と
な
る
場
合
が
あ
る
。

（
２
）役
職
員
の
兼
職

　
経
営
統
合
に
よ
り
、
営
業
部
門
の
一
体
化
に
よ

る
収
益
力
向
上
や
、
内
部
管
理
部
門
一
元
化
に
よ

る
コ
ス
ト
削
減
を
図
る
場
合
に
は
、
銀
行
の
役
職

員
の
兼
職
や
グ
ル
ー
プ
内
の
銀
行
間
で
の
委
託
の

可
否
・
範
囲
を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
銀
行
間

で
の
役
職
員
の
兼
職
は
、
一
般
的
に
禁
止
さ
れ
る

も
の
で
は
な
い
が
、
兼
職
者
が
複
数
の
銀
行
の
情

報
を
取
得
し
得
る
立
場
に
あ
る
場
合
、（
１
）で
述

べ
た
共
有
可
能
な
情
報
の
範
囲
と
の
関
係
で
、
適

切
な
業
務
遂
行
体
制
を
構
築
す
る
こ
と
が
で
き
る

か
ど
う
か
の
検
討
が
必
要
で
あ
る
。

（
３
）投
資
先
・
関
連
会
社
へ
の
影
響

　
銀
行
法
上
、
銀
行
お
よ
び
そ
の
子
会
社
に
よ
る

一
般
の
事
業
会
社
の
議
決
権
の
取
得
・
保
有
は
合

算
で
全
議
決
権
の
５
％
以
内
に
制
限
さ
れ
て
お
り

（
い
わ
ゆ
る
５
％
ル
ー
ル
）、※
５

銀
行
持
株
会
社
お

よ
び
そ
の
子
会
社
に
よ
る
議
決
権
の
取
得
・
保
有

に
つ
い
て
も
合
算
で
全
議
決
権
の
15
％
以
内
に
制

限
さ
れ
て
い
る
。

　
ま
た
、
銀
行
が
保
有
し
得
る
子
会
社
等（
子
会

社
、子
法
人
等
お
よ
び
関
連
法
人
等
）の
業
務
範
囲

用
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
ほ
か
、
地
銀
の
主
要
収

益
源
の
一
つ
で
あ
る
投
資
信
託
の
販
売
に
関
し
、

手
数
料
詳
細
に
関
す
る
説
明
義
務
付
け
や
、
ト
ー

タ
ル
リ
タ
ー
ン
通
知
制
度
の
導
入
と
い
っ
た
、
コ

ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
費
用
を
増
加
さ
せ
る
規
制
強
化

が
行
わ
れ
た
。

　
ま
た
、
昨
年
12
月
１
日
に
施
行
さ
れ
た
関
連
法

令
の
改
正
に
伴
い
、
金
融
グ
ル
ー
プ
の
組
織
再
編

や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
再
構
築
等
を
実
施
す
る
場

合
で
あ
っ
て
、
当
該
組
織
再
編
等
の
目
的
の
実
現

の
た
め
に
必
要
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
は
、

大
口
信
用
供
与
等
規
制
の
適
用
除
外
を
認
め
る
こ

と
を
明
確
化
す
る
な
ど
、
再
編
を
促
進
す
る
施
策

も
実
施
さ
れ
た
。

二
　
最
近
の
再
編
事
例

　
地
銀
の
再
編
の
手
法
と
し
て
は
、
共
同
持
株
会

社
の
設
立
を
伴
う
株
式
移
転
に
よ
る
経
営
統
合
ま

た
は
合
併
が
一
般
的
で
あ
る
。

　
こ
れ
ら
の
手
法
に
よ
る
地
銀
の
再
編
事
例
に
つ

い
て
は
、
全
国
銀
行
協
会
が
公
表
し
て
い
る
平
成

元
年
以
降
の
銀
行
の
提
携
・
合
併
リ
ス
ト
を
参
照

さ
れ
た
い
。※
３

三
　
法
的
観
点
か
ら
の 

検
討
を
要
す
る
事
項

１
．
経
営
統
合
後
の
業
務
運
営
に
影
響
を

及
ぼ
す
法
的
留
意
点

（
１
）顧
客
情
報
の
共
有

　
経
営
統
合
を
行
う
銀
行
間
で
の
営
業
部
門
に
お

け
る
業
務
提
携
・
ノ
ウ
ハ
ウ
の
共
有
、
ま
た
は
、
顧

客
基
盤
の
融
合
・
拡
大
を
図
る
場
合
に
問
題
と
な

る
の
が
、
顧
客
情
報
の
共
有
で
あ
る
。
金
融
商
品

仲
介
業
務
に
従
事
す
る
地
銀
の
役
職
員
は
、
法
令

アンダーソン・毛利・友常法律事務所

地方銀行再編に関する
法的留意点

戸塚貴晴弁護士 谷本大輔弁護士

地銀の経営統合機運が高まっている。こうした環境下にあって、
合併や経営統合を検討する場合には、顧客情報の共有のあり方、役職員の兼職の可否、
投資先・関連会社、取引先との関係など、法的な見地から留意すべきポイントが少なくない。

その取り組むべき課題を整理し解説する。
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に
も
制
限
が
課
さ
れ
て
い
る
。※
６

　
こ
の
た
め
、
地
銀
が
再
編
を
検
討
す
る
に
あ
た

っ
て
は
、
再
編
後
の
銀
行
や
銀
行
持
株
会
社
が
保

有
す
る
議
決
権
の
保
有
割
合
を
算
出
し
、
新
た
に

規
制
上
限
に
抵
触
す
る
こ
と
と
な
る
投
資
先
や
関

連
会
社
等
、
ま
た
は
、
新
た
に
子
会
社
等
に
該
当

す
る
こ
と
に
な
る
会
社
に
生
じ
る
影
響
を
吟
味
す

る
必
要
が
あ
る
。

（
４
）取
引
先
と
の
関
係

　
再
編
を
契
機
と
し
て
、
統
合
後
の
グ
ル
ー
プ
内

で
の
利
益
相
反
取
引
が
新
た
に
発
生
す
る
場
合
が

あ
る
。
例
え
ば
、
地
銀
が
メ
イ
ン
バ
ン
ク
と
し
て

経
営
支
援
を
し
て
い
る
取
引
先
と
利
害
の
対
立
す

る
当
事
者（
例

：

当
該
取
引
先
を
敵
対
的
に
買
収

し
よ
う
と
し
て
い
る
会
社
）に
、経
営
統
合
の
相
手

方
と
な
る
地
銀
が
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
業
務
を
提
供

し
て
い
る
場
合
な
ど
が
想
定
さ
れ
る
。

　
銀
行
法
お
よ
び
銀
行
法
施
行
規
則
上
、
銀
行
に

は
利
益
相
反
取
引
の
特
定
や
顧
客
保
護
の
た
め
の

体
制
整
備
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
利
益
相
反
管
理

の
具
体
的
な
方
法
と
し
て
、①
部
門
の
分
離（
情
報

共
有
先
の
制
限
）、②
取
引
条
件
ま
た
は
方
法
の
変

更
、
③
取
引
の
中
止
お
よ
び
④
利
益
相
反
事
実
の

顧
客
へ
の
開
示
等
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

　
こ
の
ほ
か
、
共
同
持
株
会
社
へ
の
株
式
移
転
に

伴
う
地
銀
の
株
主
の
異
動
が
、
各
地
銀
が
当
事
者

と
な
っ
て
い
る
契
約
上
の
制
限
条
項（
例

：

地
銀

に
対
す
る
支
配
の
移
転
に
関
す
る
条
項
）に
該
当

し
、
当
該
契
約
相
手
方
と
の
関
係
で
事
前
の
通
知

や
承
諾
の
取
得
が
必
要
と
な
る
場
合
が
あ
る
の
で
、

主
と
し
て
、
地
銀
が
当
事
者
と
な
っ
て
い
る
金
融

取
引（
資
金
調
達
取
引
・
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
等
）

の
契
約
条
項
を
予
め
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

２
．
経
営
統
合
の
手
続
の
検
討
・
管
理

　
経
営
統
合
を
実
施
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
統
合

相
手
と
な
る
地
銀
と
の
協
議
、
交
渉
お
よ
び
契
約

締
結
の
ほ
か
、
会
社
法
や
銀
行
法
、
金
融
商
品
取

引
法
等
の
さ
ま
ざ
ま
な
法
令
に
則
っ
た
手
続
が
必

要
と
な
る
。
図
1
は
、
経
営
統
合
に
向
け
て
、
典

型
的
に
必
要
と
な
る
手
続
の
モ
デ
ル
を
示
し
た
も

の
で
あ
る
。

四
　
最
後
に

― 

再
編
メ
リ
ッ
ト
拡
大
の 

可
能
性

　
以
上
の
よ
う
に
、
地
銀
の
再
編
に
は
、
業
務
範

囲
の
拡
大
や
、
収
益
力
や
ブ
ラ
ン
ド
力
の
強
化
と

い
っ
た
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
内
閣
総
理

大
臣
の
諮
問
機
関
で
あ
る
金
融
審
議
会
で
は
、
本

年
３
月
よ
り
、
金
融
持
株
会
社
等
に
よ
る
グ
ル
ー

プ
共
通
業
務
の
統
合
的
な
実
施
や
、
金
融
持
株
会

社
傘
下
の
子
会
社
の
業
務
範
囲
の
柔
軟
化
を
始
め

と
す
る
、
金
融
グ
ル
ー
プ
を
巡
る
制
度
の
あ
り
方

に
つ
い
て
の
検
討
が
開
始
さ
れ
て
い
る
。

　
今
後
の
制
度
改
正
の
動
向
次
第
で
は
、
再
編
に

よ
る
メ
リ
ッ
ト
は
一
層
大
き
く
な
る
可
能
性
が
あ

る
。

　
再
編
の
検
討
に
あ
た
っ
て
は
、各
地
銀
の
収
益
・

コ
ス
ト
へ
の
影
響
の
分
析
は
も
ち
ろ
ん
、
法
令
遵

守
体
制
を
始
め
と
す
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
の
強
化
、

さ
ら
に
は
、
地
銀
が
地
域
経
済
の
な
か
で
担
う
公

共
的
役
割
を
維
持
・
発
展
さ
せ
る
う
え
で
ベ
ス
ト

な
選
択
肢
は
何
か
と
い
う
観
点
か
ら
も
、
慎
重
な

検
討
が
求
め
ら
れ
よ
う
。

図1●経営統合手続（持株会社への共同株式移転）のフローチャート（モデル）図 ●許認可・届出等リスト（例）

とつか・たかはる たにもと・だいすけ
２００２年まで日本銀行に勤務の後、
２００３年10月弁護士登録、２００９年
１月アンダーソン・毛利・友常法律事
務所パートナー就任。銀行法・金商
法を中心とする金融規制法に関す
る助言のほか、幅広い金融取引を
多数取り扱う。

２００６年10月弁護士登録・アンダー
ソン・毛利・友常法律事務所入所。
金融機関やファンドによる金融取引
案件、金融コンプライアンス案件を
専門とする。金融庁や英国での勤務
を通じ、金融規制法の立法過程に
も精通している。

※１　本稿において、地銀とは、全国地方銀行協会または第二地方銀行協会に加盟の地方銀
行をいう。

※ 　金融庁「金融モニタリング・レポート」（2014年７月。www.fsa.go.jp/news/26/20140704-
5/01.pdf）は、人口減少に伴う貸出規模の縮小が予想される中で、貸出の量的拡大というビジ
ネスモデルが中長期的に成立しない可能性を指摘している。

※ 　全国銀行協会は、平成元年以降の銀行の提携・合併リストを公表している。（http://www.
zenginkyo.or.jp/article/tag-h/7454/）

※ 　全国銀行協会「法人顧客に係る銀証間の情報共有のあり方に関する研究会報告書」
（2008年４月）参照。（http://www.zenginkyo.or.jp/abstract/news/detail/nid/2943/）

※ 　銀行法上の５％ルールは、2013年金融商品取引法等の一部改正で緩和され、合併等に
伴う場合には、一定期間に限って、５％超の議決権を保有することが許されることとなった。な
お、銀行法とは別に、独占禁止法も、銀行に対して、他の国内の会社の議決権取得・保有につ
いて５％の制限を課している。

※ 　銀行法上、銀行が子会社等とし得る会社には、例えば、銀行、金融商品取引業者、金
融商品仲介業者、保険会社等、信託会社、従属業務または金融関連業務を営む会社が含まれる。
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に
も
制
限
が
課
さ
れ
て
い
る
。※
６

　
こ
の
た
め
、
地
銀
が
再
編
を
検
討
す
る
に
あ
た

っ
て
は
、
再
編
後
の
銀
行
や
銀
行
持
株
会
社
が
保

有
す
る
議
決
権
の
保
有
割
合
を
算
出
し
、
新
た
に

規
制
上
限
に
抵
触
す
る
こ
と
と
な
る
投
資
先
や
関

連
会
社
等
、
ま
た
は
、
新
た
に
子
会
社
等
に
該
当

す
る
こ
と
に
な
る
会
社
に
生
じ
る
影
響
を
吟
味
す

る
必
要
が
あ
る
。

（
４
）取
引
先
と
の
関
係

　
再
編
を
契
機
と
し
て
、
統
合
後
の
グ
ル
ー
プ
内

で
の
利
益
相
反
取
引
が
新
た
に
発
生
す
る
場
合
が

あ
る
。
例
え
ば
、
地
銀
が
メ
イ
ン
バ
ン
ク
と
し
て

経
営
支
援
を
し
て
い
る
取
引
先
と
利
害
の
対
立
す

る
当
事
者（
例

：

当
該
取
引
先
を
敵
対
的
に
買
収

し
よ
う
と
し
て
い
る
会
社
）に
、経
営
統
合
の
相
手

方
と
な
る
地
銀
が
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
業
務
を
提
供

し
て
い
る
場
合
な
ど
が
想
定
さ
れ
る
。

　
銀
行
法
お
よ
び
銀
行
法
施
行
規
則
上
、
銀
行
に

は
利
益
相
反
取
引
の
特
定
や
顧
客
保
護
の
た
め
の

体
制
整
備
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
利
益
相
反
管
理

の
具
体
的
な
方
法
と
し
て
、①
部
門
の
分
離（
情
報

共
有
先
の
制
限
）、②
取
引
条
件
ま
た
は
方
法
の
変

更
、
③
取
引
の
中
止
お
よ
び
④
利
益
相
反
事
実
の

顧
客
へ
の
開
示
等
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。

　
こ
の
ほ
か
、
共
同
持
株
会
社
へ
の
株
式
移
転
に

伴
う
地
銀
の
株
主
の
異
動
が
、
各
地
銀
が
当
事
者

と
な
っ
て
い
る
契
約
上
の
制
限
条
項（
例

：

地
銀

に
対
す
る
支
配
の
移
転
に
関
す
る
条
項
）に
該
当

し
、
当
該
契
約
相
手
方
と
の
関
係
で
事
前
の
通
知

や
承
諾
の
取
得
が
必
要
と
な
る
場
合
が
あ
る
の
で
、

主
と
し
て
、
地
銀
が
当
事
者
と
な
っ
て
い
る
金
融

取
引（
資
金
調
達
取
引
・
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
等
）

の
契
約
条
項
を
予
め
確
認
す
る
必
要
が
あ
る
。

２
．
経
営
統
合
の
手
続
の
検
討
・
管
理

　
経
営
統
合
を
実
施
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
統
合

相
手
と
な
る
地
銀
と
の
協
議
、
交
渉
お
よ
び
契
約

締
結
の
ほ
か
、
会
社
法
や
銀
行
法
、
金
融
商
品
取

引
法
等
の
さ
ま
ざ
ま
な
法
令
に
則
っ
た
手
続
が
必

要
と
な
る
。
図
1
は
、
経
営
統
合
に
向
け
て
、
典

型
的
に
必
要
と
な
る
手
続
の
モ
デ
ル
を
示
し
た
も

の
で
あ
る
。

四
　
最
後
に

―

再
編
メ
リ
ッ
ト
拡
大
の

可
能
性

　
以
上
の
よ
う
に
、
地
銀
の
再
編
に
は
、
業
務
範

囲
の
拡
大
や
、
収
益
力
や
ブ
ラ
ン
ド
力
の
強
化
と

い
っ
た
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
。
さ
ら
に
、
内
閣
総
理

大
臣
の
諮
問
機
関
で
あ
る
金
融
審
議
会
で
は
、
本

年
３
月
よ
り
、
金
融
持
株
会
社
等
に
よ
る
グ
ル
ー

プ
共
通
業
務
の
統
合
的
な
実
施
や
、
金
融
持
株
会

社
傘
下
の
子
会
社
の
業
務
範
囲
の
柔
軟
化
を
始
め

と
す
る
、
金
融
グ
ル
ー
プ
を
巡
る
制
度
の
あ
り
方

に
つ
い
て
の
検
討
が
開
始
さ
れ
て
い
る
。

　
今
後
の
制
度
改
正
の
動
向
次
第
で
は
、
再
編
に

よ
る
メ
リ
ッ
ト
は
一
層
大
き
く
な
る
可
能
性
が
あ

る
。

　
再
編
の
検
討
に
あ
た
っ
て
は
、各
地
銀
の
収
益
・

コ
ス
ト
へ
の
影
響
の
分
析
は
も
ち
ろ
ん
、
法
令
遵

守
体
制
を
始
め
と
す
る
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
の
強
化
、

さ
ら
に
は
、
地
銀
が
地
域
経
済
の
な
か
で
担
う
公

共
的
役
割
を
維
持
・
発
展
さ
せ
る
う
え
で
ベ
ス
ト

な
選
択
肢
は
何
か
と
い
う
観
点
か
ら
も
、
慎
重
な

検
討
が
求
め
ら
れ
よ
う
。

図 ●経営統合手続（持株会社への共同株式移転）のフローチャート（モデル）図2●許認可・届出等リスト（例）

とつか・たかはる たにもと・だいすけ
２００２年まで日本銀行に勤務の後、
２００３年10月弁護士登録、２００９年
１月アンダーソン・毛利・友常法律事
務所パートナー就任。銀行法・金商
法を中心とする金融規制法に関す
る助言のほか、幅広い金融取引を
多数取り扱う。

２００６年10月弁護士登録・アンダー
ソン・毛利・友常法律事務所入所。
金融機関やファンドによる金融取引
案件、金融コンプライアンス案件を
専門とする。金融庁や英国での勤務
を通じ、金融規制法の立法過程に
も精通している。

Profile

※１　本稿において、地銀とは、全国地方銀行協会または第二地方銀行協会に加盟の地方銀
行をいう。

※2　金融庁「金融モニタリング・レポート」（2014年７月。www.fsa.go.jp/news/26/20140704-
5/01.pdf）は、人口減少に伴う貸出規模の縮小が予想される中で、貸出の量的拡大というビジ
ネスモデルが中長期的に成立しない可能性を指摘している。

※3　全国銀行協会は、平成元年以降の銀行の提携・合併リストを公表している。（http://www.
zenginkyo.or.jp/article/tag-h/7454/）

※4　全国銀行協会「法人顧客に係る銀証間の情報共有のあり方に関する研究会報告書」
（2008年４月）参照。（http://www.zenginkyo.or.jp/abstract/news/detail/nid/2943/）

※5　銀行法上の５％ルールは、2013年金融商品取引法等の一部改正で緩和され、合併等に
伴う場合には、一定期間に限って、５％超の議決権を保有することが許されることとなった。な
お、銀行法とは別に、独占禁止法も、銀行に対して、他の国内の会社の議決権取得・保有につ
いて５％の制限を課している。

※6　銀行法上、銀行が子会社等とし得る会社には、例えば、銀行、金融商品取引業者、金
融商品仲介業者、保険会社等、信託会社、従属業務または金融関連業務を営む会社が含まれる。
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